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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　超音波振動装置、圧電振動装置、モータ振動装置、回転ミキサ、またはスクリューフィ
ーダーのいずれか一つの撹拌装置を用いて、ガラス原料をガラス原料供給口から供給する
原料供給装置と、
　当該原料供給装置のガラス原料供給口から供給された落下状態のガラス原料を加熱して
、熔融ガラスとする、管長さ８００～２５００ｍｍ、管直径５～２００ｍｍの寸法を備え
た縦型円筒状のガラス熔融塔と、を順次に備えたガラス熔融装置であって、
　前記縦型円筒状のガラス熔融塔に、その接線方向に対して、少なくとも燃料ガスを供給
する第１のノズル、および酸素含有ガスを供給する第２のノズル備えた管状火炎生成装置
が設けてあることを特徴とするガラス熔融装置。
【請求項２】
　前記管状火炎生成装置として、鉛直方向に沿って、上方から、少なくとも第１の管状火
炎生成装置および第２の管状火炎生成装置が設けてあり、これら第１の管状火炎生成装置
および第２の管状火炎生成装置に対応して、第１のガラス原料供給口および第２のガラス
原料供給口がそれぞれ設けてあることを特徴とする請求項１に記載のガラス熔融装置。
【請求項３】
　前記原料供給装置の下方に、所定幅のスリットが設けてあり、当該スリットを介して、
前記ガラス原料をカーテン状に落下させながら、前記縦型円筒状のガラス熔融塔に対して
、定量的に供給する定量供給装置が設けてあることを特徴とする請求項１または２に記載
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のガラス熔融装置。
【請求項４】
　前記原料供給装置と、前記円筒状のガラス熔融塔との間に、断熱装置または冷却装置が
設けてあることを特徴とする請求項１～３のいずれか一項に記載のガラス熔融装置。
【請求項５】
　前記ガラス熔融塔の下方端に、得られた熔融ガラスをさらに加熱熔融させるための加熱
装置を備えることを特徴とする請求項１～４のいずれか一項に記載のガラス熔融装置。
【請求項６】
　前記ガラス熔融塔で得られた熔融ガラスを流動させながら、炭酸ガスを脱泡するガラス
清澄装置をさらに備えることを特徴とする請求項１～５のいずれか一項に記載のガラス熔
融装置。
【請求項７】
　超音波振動装置、圧電振動装置、モータ振動装置、回転ミキサ、またはスクリューフィ
ーダーのいずれか一つの撹拌装置を用いて、原料供給装置のガラス原料供給口から供給さ
れた落下状態のガラス原料を加熱して、熔融ガラスとするガラス熔融方法であって、
　前記ガラス原料供給口から、管長さ８００～２５００ｍｍ、管直径５～２００ｍｍの寸
法を備えた縦型円筒状のガラス熔融塔に、前記ガラス原料を供給する工程と、
　前記供給された落下状態のガラス原料を、前記縦型円筒状のガラス熔融塔に備えてある
管状火炎生成装置によって、加熱し、熔融ガラスとする工程と、
　を含むことを特徴とするガラス熔融方法。
【請求項８】
　前記ガラス原料の平均粒径を１０～８００μｍの範囲内の値とすることを特徴とする請
求項８に記載のガラス熔融方法。
【請求項９】
　前記管状火炎生成装置における管状火炎生成用ガスとして、炭化水素ガスおよび空気を
用いた後、切り替えて、炭化水素ガスおよび酸素を用いることを特徴とする請求項８に記
載のガラス熔融方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ガラス熔融装置およびガラス熔融方法に関する。特に、相当量のガラス原料
であっても、落下させながら、極めて迅速かつ安定的に熔融することが可能なガラス熔融
装置およびガラス熔融方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、粉末状態のガラス原料を、所定のガスバーナーを用いて加熱熔融させ、所定粘度
を有する溶液状態の熔融ガラスとするガラスの溶解装置が知られている（例えば、特許文
献１参照）。
　より具体的には、図１１に示すように、溶解室２０２の前後に、原料投入部２０３と、
清澄室２０４と、をそれぞれ連設するとともに、溶解室２０２に、燃焼火炎を生成する複
数本のガスバーナー２０１（２０１ａ～２０１ｅ）を備えたガラスの溶解装置２００であ
って、溶解室２０２の原料投入部側に設置した少なくとも一つのガスバーナーに、ガラス
原料又はカレット又はこれらの混合原料の少なくとも一部を含む粉粒体を、ガスバーナー
２０１ａ、２０１ｂの燃焼火炎中に供給するガラス原料供給手段２０７を設けてなるガラ
スの溶解装置２００である。
【０００３】
　また、陽極（プラズマトーチ）と、陰極との間に高電圧をかけてアークを発生させ、こ
れに作動ガス（空気等）を適用して、プラズマ流を形成する構成のプラズマ装置を用いた
ガラス熔融装置も提案されている（例えば、特許文献２参照）。
　より具体的には、図１２（ａ）～（ｂ）に示すように、ガラス原料の一部または全部を
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粒子状に成形して調整された混合ガラス原料（Ｗ）が通過する際に、炭酸塩の分解反応温
度以上に加熱するプラズマ加熱熔融装置３０６によって、気相雰囲気を形成する原料加熱
部３０３と、加熱されたガラス原料が上部に供給される構成であって、ガラス融液３０８
を貯留するためのガラス融液部３０４と、を含んでなるガラス熔融装置３０１である。
【０００４】
　さらに、ガラス溶解炉等に適用される横型円筒状の輝炎バーナであって、管状火炎が形
成できるとともに、輝炎を形成して、火炎輻射も利用できる輝炎バーナが提案されている
（例えば、特許文献３参照）。
　より具体的には、図１３（ａ）～（ｂ）に示すように、横型円筒状の燃焼空間４０２を
形成するバーナ本体４０１の内面に、接線方向に向けて空気と燃料ガスとの混合気を噴出
させる噴出部４０４を備え、当該噴出部４０４から噴出した混合気が燃焼空間４０２にお
いて旋回し、管状火炎を形成して燃焼する構成である。
　それとともに、燃焼空間４０２の軸方向における一端４０２ａの壁面中心部に、当該壁
面中心部から、軸方向に燃料ガスを噴射させる軸方向燃料噴射部４０５を備え、燃焼空間
４０２の軸方向における他端４０２ｂから輝炎４０８を噴出させる構成の輝炎バーナ４５
０である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開平１１－１１９５３号公報（特許請求の範囲等）
【特許文献２】特開２００６－１９９５４９号公報（特許請求の範囲等）
【特許文献３】特開２００９－２２２２９１号公報（特許請求の範囲等）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、特許文献１に開示されたガラス熔融装置では、比較的多量のガラス原料
を熔解させることができるものの、熔融ガラスとするのに、数十時間という相当な熔解時
間を要するという問題が見られた。
　また、熔融窯のメンテナンス等のために、ガラス熔融装置の動作を停止する必要が生じ
た場合であっても、ガラス熔融装置を所定温度に低下させて必要な作業をした後、高温状
態にして再稼動するためには、過度に長時間を要することから、事実上不可能であるとい
う問題が見られた。
　したがって、開示されたガラス熔融装置において、メンテナンスという概念はなく、動
作を停止する必要が生じた場合には、装置全体を廃棄して、交換しなければならず、極め
て不経済であった。
【０００７】
　また、特許文献２に開示されたガラス熔融装置は、比較的少量のガラス原料を熔融させ
る場合については、プラズマ熔融装置を用い、比較的短時間で熔融できる可能性はあるも
のの、スポット的な加熱方式であることから、相当量のガラス原料を熔融させる場合には
適用できないという問題が見られた。
　また、ガラス熔融装置に提供するガラス原料を所定粒径、例えば、３ｍｍ以下の粒子状
に成形しなければならないという制約があって、工程数が増えたり、製造時間が長くなっ
たり、さらには、製造時の歩留まりが低下したりするという問題も見られた。
【０００８】
　さらに、特許文献３に開示された管状火炎を含む輝炎バーナを用いた場合であっても、
ソーダ石灰ガラス原料等について、迅速かつ均一に熔解できないという問題が見られた。
　すなわち、ソーダ石灰ガラス原料等は、珪砂等の天然成分を主成分としているほか、融
点等が異なる異種原料を多く含んでおり、それらガラス原料の平均粒径（Ｄ５０）のばら
つきが大きい上に、炭酸ガスが発生しやすいとう事実がある。
　よって、これらのガラス原料の平均粒径（Ｄ５０）のばらつきや、炭酸ガスの影響によ
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って、ソーダ石灰ガラス原料の熔解時間が長くなったり、熔解状態が不均一になったりす
るという問題が見られた。
【０００９】
　そこで、本発明の発明者らは、鋭意研究した結果、所定の原料供給装置と、管状火炎生
成装置を含むガラス熔融塔と、を順次に備えることによって、落下中のガラス原料を、迅
速かつ連続的に熔融できることを見出し、本発明を完成させたものである。
　すなわち、本発明は、相当量のガラス原料であっても、ガラス原料を所定粒径に成形す
ることなく、かつ、発生する炭酸ガス等の影響を排除して、迅速かつ連続的に熔融可能な
ガラス熔融装置、およびそのようなガラス熔融装置を用いてなる、ガラス原料の効率的な
熔融方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
本発明によれば、ガラス原料を供給するガラス原料供給口を有する原料供給装置と、供給
された落下状態のガラス原料を加熱して、熔融ガラスとする縦型円筒状のガラス熔融塔と
、を順次に備えたガラス熔融装置であって、縦型円筒状のガラス熔融塔に、その接線方向
に対して、燃料ガスを供給する第１のノズルおよび酸素含有ガスを供給する第２のノズル
を備えた管状火炎生成装置が設けてあることを特徴とするガラス熔融装置が提供され、上
述した課題を解決することができる。
　より具体的には、超音波振動装置、圧電振動装置、モータ振動装置、回転ミキサ、また
はスクリューフィーダーのいずれか一つの撹拌装置を用いて、ガラス原料をガラス原料供
給口から供給する原料供給装置と、当該原料供給装置のガラス原料供給口から供給された
落下状態のガラス原料を加熱して、熔融ガラスとする、管長さ８００～２５００ｍｍ、管
直径５～２００ｍｍの寸法を備えた縦型円筒状のガラス熔融塔と、を順次に備えたガラス
熔融装置であって、縦型円筒状のガラス熔融塔に、その接線方向に対して、少なくとも燃
料ガスを供給する第１のノズル、および酸素含有ガスを供給する第２のノズル備えた管状
火炎生成装置が設けてあることを特徴とするガラス熔融装置である。
　すなわち、このような原料供給装置と、ガラス熔融塔と、を順次に備えることによって
、ガラス原料を所定粒径に成形することなく、かつ、発生する炭酸ガス等の影響を排除し
て、熔融させるガラス原料量の如何によらず、落下中のガラス原料を、迅速かつ連続的に
熔融することができる。
　そして、このように構成することによって、ガラス原料の熔融に寄与した管状火炎が、
縦型円筒状のガラス熔融塔の内壁に沿って移動し、得られた熔融ガラスに到達可能なこと
から、それをさらに加熱保温する熱源として利用でき、ひいては、ガラス原料の熔融に際
して、極めて高いエネルギー効率を得ることができる。
　また、このようなガラス熔融塔の下方端に、得られた熔融ガラスの貯留部を設け、そこ
で、撹拌しながら、所定時間滞留させることによって、仮に、加熱熔融が不十分なガラス
原料等があったとしても、均一流動状態の熔融ガラスとすることができる。
原料供給装置に撹拌装置が設けてあって、当該撹拌装置が、超音波振動装置、圧電振動装
置、モータ振動装置、回転ミキサ、またはスクリューフィーダーのいずれか一つであるこ
とが好ましい。
　さらに、このように撹拌装置を設けることによって、ガラス原料の凝集を有効に防止し
、相当量のガラス原料であっても、より安定的に熔融することができる。
【００１１】
　また、本発明のガラス熔融装置を構成するにあたり、管状火炎生成装置として、鉛直方
向に沿って、上方から、少なくとも第１の管状火炎生成装置および第２の管状火炎生成装
置が設けてあり、これら第１の管状火炎生成装置および第２の管状火炎生成装置に対応し
て、第１のガラス原料供給口および第２のガラス原料供給口がそれぞれ設けてあることが
好ましい。
　このように構成することによって、複数種のガラス原料を熔融させる場合であっても、
ガラス原料ごとに、複数ある管状火炎生成装置およびガラス原料供給口を選択し、相当量
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のガラス原料であっても、より安定的に熔融することができる。
【００１３】
　また、本発明のガラス熔融装置を構成するにあたり、原料供給装置の下方に、所定幅の
スリットが設けてあり、当該スリットを介して、ガラス原料をカーテン状に落下させなが
ら、縦型円筒状のガラス熔融塔に対して、定量的に供給する定量供給装置が設けてあるこ
とが好ましい。
　このように構成することにより、ガラス原料の連続的かつ定量的な供給を可能とし、相
当量のガラス原料であっても、より安定的に熔融することができる。
【００１４】
　また、本発明のガラス熔融装置を構成するにあたり、原料供給装置と、円筒状のガラス
熔融塔との間に、断熱装置または冷却装置が設けてあることが好ましい。
　このように構成することにより、原料供給装置に、ガラス原料を所定時間滞留させた場
合であっても、その間の加熱に起因した凝集を容易に防止することができる。
【００１５】
　また、本発明のガラス熔融装置を構成するにあたり、ガラス熔融塔の下方端に、得られ
た熔融ガラスをさらに加熱熔融させるための加熱装置を備えることが好ましい。
　このように構成することにより、環境条件等の変動やガラス原料の配合ばらつき等に起
因し、管状火炎生成装置のみの加熱によっては、ガラス原料が完全熔解状態にならない場
合が生じたとしても、ガラス熔融塔とは別の加熱装置によって、均一温度かつ良好な流動
状態の熔融ガラスとすることができる。
【００１６】
　また、本発明のガラス熔融装置を構成するにあたり、ガラス熔融塔で得られた熔融ガラ
スを流動させながら、炭酸ガスを脱泡するガラス清澄装置をさらに備えることが好ましい
。
　このようにガラス熔融塔の端部である熔融ガラスの取り出し口等に、ガラス清澄装置を
さらに備えることによって、炭酸ガス発生によるガラス状態の不均一化を有効に防止する
ことができ、ひいては、泡の少ない熔融ガラスを用いて、所定の機械的強度等を有するガ
ラス容器を安定的に製造することができる。
【００１７】
　また、本発明の別の態様は、ガラス原料を供給する原料供給装置におけるガラス原料供
給口から供給された落下状態のガラス原料を加熱して、熔融ガラスとするガラス熔融方法
であって、ガラス原料供給口から、縦型円筒状のガラス熔融塔に、ガラス原料を供給する
工程と、供給された落下状態のガラス原料を、縦型円筒状のガラス熔融塔に備えてある管
状火炎生成装置によって、加熱し、熔融ガラスとする工程と、を含むことを特徴とするガ
ラス熔融方法である。
　より具体的には、超音波振動装置、圧電振動装置、モータ振動装置、回転ミキサ、また
はスクリューフィーダーのいずれか一つの撹拌装置を用いて、原料供給装置のガラス原料
供給口から供給された落下状態のガラス原料を加熱して、熔融ガラスとするガラス熔融方
法であって、ガラス原料供給口から、管長さ８００～２５００ｍｍ、管直径５～２００ｍ
ｍの寸法を備えた縦型円筒状のガラス熔融塔に、ガラス原料を供給する工程と、供給され
た落下状態のガラス原料を、縦型円筒状のガラス熔融塔に備えてある管状火炎生成装置に
よって、加熱し、熔融ガラスとする工程と、を含むことを特徴とするガラス熔融方法であ
る。
　すなわち、このように落下状態のガラス原料を、縦型管状火炎を用いて加熱することに
よって、熔融させるガラス原料量の如何によらず、ガラス原料を所定粒径に成形すること
なく、かつ、発生する炭酸ガス等の影響を排除して、極めて高いエネルギー効率でもって
、迅速かつ連続的に熔融することができる。
【００１８】
　また、本発明のガラス熔融方法を実施するに際して、ガラス原料の平均粒径を１０～８
００μｍの範囲内の値とすることが好ましい。
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　このように実施することにより、縦型管状火炎によるガラス原料のより均一加熱を可能
とし、相当量あるいは複数種のガラス原料であっても、より安定的に熔融することができ
る。
【００１９】
　また、本発明のガラス熔融方法を実施するに際して、管状火炎生成装置における管状火
炎生成用ガスとして、炭化水素ガスおよび空気を用いた後、切り替えて、炭化水素ガスお
よび酸素を用いることが好ましい。
　このように実施することにより、最初は、炭化水素ガスおよび空気を用いて、より安全
な着火を確保することができ、その後、切り替えて、炭化水素ガスおよび酸素を用いるこ
とによって、ガラス原料をさらに安定的に熔解することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】図１は、本発明のガラス熔融装置の概略図である。
【図２】図２は、管状火炎生成装置の一例を説明するために供する図である。
【図３】図３は、攪拌供給装置としてのスクリューフィーダーの概略図である。
【図４】図４（ａ）～（ｂ）は、定量供給装置の一例を説明するために供する図である。
【図５】図５（ａ）～（ｂ）は、本発明のガラス熔融装置によって得られた熔解ガラスの
固化物および熔融されるガラス原料を説明するために供する図である。
【図６】図６は、管状火炎生成装置の半径方向位置における火炎温度分布を説明するため
に供する図である。
【図７】図７（ａ）～（ｃ）は、管状火炎生成用ガスの種類（ＣＨ4／Ｏ2、Ｃ3Ｈ8／Ｏ2

、Ｈ2／Ｏ2）とそれら当量比の、火炎温度に及ぼす影響を説明するために供する図である
。
【図８】図８は、ガラス熔融塔におけるシャッター、断熱装置または冷却装置、別の加熱
装置、ガラス清澄装置、着火装置、およびガスセンサをそれぞれ説明するために供する図
である。
【図９】図９（ａ）～（ｂ）は、耐熱保護部材を周囲に備えたガラス熔融装置を説明する
ために供する図である。
【図１０】図１０は、ガラス原料の平均粒径と、加熱時間との関係を説明するために供す
る図である。
【図１１】図１１は、従来のガラス熔融装置（ガスバーナーを備えたガラス熔融装置）を
説明するために供する図である。
【図１２】図１２（ａ）～（ｂ）は、従来の別のガラス熔融装置（プラズマ熔融装置を備
えたガラス熔融装置）を説明するために供する図である。
【図１３】図１３（ａ）～（ｂ）は、従来の管状火炎を含む輝炎バーナを説明するために
供する図である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２１】
［第１の実施形態］
　第１の実施形態は、図１に例示するように、ガラス原料２８を供給するガラス原料供給
口１８ａを有する原料供給装置１８と、供給された落下状態のガラス原料２８を加熱して
、熔融ガラスとする縦型円筒状のガラス熔融塔１４と、を順次に備えたガラス熔融装置１
０であって、縦型円筒状のガラス熔融塔１４に、その接線方向に対して、少なくとも燃料
ガスを供給する第１のノズル１２ａ、１２ｃおよび酸素含有ガスを供給する第２のノズル
１２ｂ、１２ｄを備えた管状火炎生成装置１２が設けてあることを特徴とするガラス熔融
装置１０である。
　すなわち、このようにガラス熔融装置１０を構成することによって、ガラス原料２８を
所定粒径に成形することなく、ガラス原料２８そのものであっても、所定面積を有すると
ともに、面方向のみならず、鉛直方向にも均一な温度分布を有する管状火炎１６によって
、縦型円筒状のガラス熔融塔１４の内部を落下中のガラス原料２８を、迅速かつ連続的に
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熔融することができる。
　また、縦型円筒状のガラス熔融塔１４の内部で、鉛直方向に移動する管状火炎１６を用
いて、落下中のガラス原料２８を熔解させることから、発生する炭酸ガスの影響を受ける
ことが少なくなる。
　その上、ガラス原料２８の熔融に寄与した管状火炎１６が、縦型円筒状のガラス熔融塔
１４の内壁に沿って移動し、得られた熔融ガラスの貯留部付近に到達可能なことから、か
かる管状火炎１６を利用して、得られた熔融ガラスをさらに加熱保温することができ、ひ
いては、ガラス原料２８の熔融に際して、極めて高いエネルギー効率を得ることができる
。
　以下、適宜図面を参照しながら、第１の実施形態のガラス熔融装置について、具体的に
説明する。
【００２２】
１．原料供給装置
（１）基本的構成
　原料供給装置１８は、図１に示すように、縦型円筒状のガラス熔融塔１４の上方に設け
てあって、所定のガラス原料２８を供給し、落下状態とするガラス原料供給口１８ａを備
えている。
　すなわち、このようなガラス原料供給口１８ａが、縦型円筒状のガラス熔融塔１４の所
定位置に設けてあり、かつ、相当量のガラス原料２８を安定的供給するとともに、管状火
炎１６の安定性に影響を与えない構成であることが好ましい。
　よって、図１に示すように、筒状の原料供給装置１８であって、その一端としてのガラ
ス原料供給口１８ａが管状火炎の中央付近に位置している一方、もう一方の端部には、ホ
ッパー等を接続するためのガラス原料投入口１８ｂが設けてあることが好ましい。
【００２３】
　なお、図示しないものの、原料供給装置１８において、その内部に備えてあるスクリュ
ーねじ等によって、ガラス原料投入口１８ｂから投入されたガラス原料２８を、順次かつ
定量的に移動させ、ガラス原料供給口１８ａから管状火炎１６の中央付近に供給すること
が好ましい。
　その上、ガラス原料供給口１８ａの先端部を下方に折り曲げることによって、管状火炎
の１６の中央付近に、ガラス原料２８をさらに確実に供給することができ、ひいては、縦
型円筒状のガラス熔融塔１４の中心軸に沿って下方に落下させることができる。
【００２４】
（２）複数のガラス原料供給口
　また、一つの縦型円筒状のガラス熔融塔に対して、鉛直方向に、複数のガラス原料供給
口（第１のガラス原料供給口および第２のガラス原料供給口）を設けることが好ましい。
　この理由は、複数種のガラス原料を熔融させる場合であっても、ガラス原料の種類や平
均粒径に応じて、複数のガラス原料供給口のいずれかを選択して、最適な熔融状態とする
ことができるためである。
　したがって、融点が比較的高いボウ硝等については、相対的に上方に設けてある第１の
管状火炎生成装置から投入し、融点が比較的低い珪砂や炭酸ナトリウム等については、相
対的に下方に設けてある第２の管状火炎生成装置から投入することが好ましい。
　さらにまた、平均粒径が比較的大きいガラス原料については、相対的に上方に設けてあ
る第１の管状火炎生成装置から投入し、平均粒径が比較的小さいガラス原料については、
相対的に下方に設けてある第２の管状火炎生成装置から投入することが好ましい。
【００２５】
　なお、鉛直方向に、複数の管状火炎生成装置（第１の管状火炎生成装置および第２の管
状火炎生成装置）が設けてある場合、それに対応して、複数のガラス原料供給口（第１の
ガラス原料供給口および第２のガラス原料供給口）を設けることも好ましい。
　この理由は、ガラス原料の種類や平均粒径等に応じて、複数ある管状火炎生成装置およ
びそれに対応したガラス原料供給口をそれぞれきめ細かく選択し、ガラス原料を、より安
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定的に熔融することができるためである。
【００２６】
（３）撹拌装置
　また、原料供給装置の一部に、ガラス原料を攪拌しながら供給するための撹拌装置が設
けてあることが好ましい。
　この理由は、このような撹拌装置を設けることによって、ガラス原料の凝集を有効に防
止し、相当量のガラス原料であっても、より迅速かつ連続的に熔融することができるため
である。
　より具体的には、平均粒径が小さいほどガラス原料は凝集しやすい性質を有するものの
、このような撹拌装置を設けることによって、個々のガラス原料に分離した状態で落下さ
せることができ、ひいては、管状火炎生成装置によって、確実かつ安定的に、熔解するこ
とができる。
【００２７】
　そして、撹拌装置の種類についても特に制限されるものではないが、例えば、超音波振
動装置、圧電振動装置、モータ振動装置、回転ミキサ、またはスクリューフィーダーのい
ずれか一つであることが好ましい。
　この理由は、このような種類の撹拌装置であれば、比較的小型かつ少エネルギーの攪拌
装置でありながら、ガラス原料の凝集を有効に防止し、相当量のガラス原料であっても、
より安定的に熔融することができるためである。
【００２８】
　例えば、超音波振動装置は、周波数１０～２０，０００ｋＨｚの超音波振動子を備えて
おり、ガラス原料に対して、所定振動を付与することによって、凝集防止を図るとともに
、安定的な供給を図るための攪拌装置（振動撹拌装置）である。
　また、圧電振動装置は、圧電体に加えられた力を電圧に変換する、あるいは電圧を力に
変換する、いわゆる圧電効果を利用した受動素子を備えており、ガラス原料に対して、所
定振動を付与することによって、凝集防止を図るとともに、安定的な供給を図るための攪
拌装置である。
　また、モータ振動装置は、モータの回転によって、隣接して設けてある振動板を震わせ
、それによってガラス原料の凝集防止を図る攪拌装置である。
　また、回転ミキサは、モータ等によって、所定回転数で回転する撹拌翼を所定容器内の
内部に備えており、その撹拌翼によってガラス原料を回転移動させることによって、凝集
防止を図る攪拌装置である。
【００２９】
　さらに、スクリューフィーダーは、図３に示すように、ガラス原料を貯蔵するとともに
、所定量落下供給するためのホッパー５２と、螺旋運動によって、ガラス原料を回転させ
ながら移動させるための回転スクリュー装置５４と、回転スクリュー装置５４を駆動させ
るための駆動装置６０と、を備えている。そして、制御装置６２によって、これらの装置
をそれぞれ制御動作させ、所定量のガラス原料２８を、精度良く、出口５８から下方に供
給するための装置である。
　したがって、このようなスクリューフィーダー５０を用いた場合、相当量の粉状ガラス
原料２８であっても、均一かつ容易に撹拌することができるのみならず、ガラス原料２８
の管状火炎生成装置１２への所定場所に、定量的に供給することが可能となる。すなわち
、かかるスクリューフィーダー５０を用いた場合、ガラス原料の撹拌供給装置としての機
能を発揮することができる。
【００３０】
（４）定量供給装置
　また、図４（ａ）に定量供給装置７０の斜視図、図４（ｂ）に上方から見た定量供給装
置７０の平面図を示すが、所定幅のスリット７２が設けてあり、当該スリット７２を介し
て、ガラス原料２８をカーテン状に落下させながら、縦型円筒状のガラス熔融塔１４に対
して、定量的に供給する定量供給装置７０を備えることが好ましい。
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　この理由は、原料供給装置等の下方に、このような定量供給装置を設けることによって
、ガラス原料の連続的かつ定量的な供給を可能とし、相当量のガラス原料であっても、よ
り迅速かつ安定的に熔融することができるためである。
　そして、原料供給装置と、ガラス熔融塔との間に、このように定量供給装置を設けてあ
る場合、かかる定量供給装置が、断熱作用を発揮することから、原料供給装置におけるガ
ラス原料の熱劣化を有効に防止することもできる。
【００３１】
　なお、図４（ａ）～（ｂ）に示すような定量供給装置７０にスリット７２を設ける場合
、ガラス原料の種類や平均粒径、さらには熔融速度等にもよるが、当該スリット幅を０．
１～１０ｍｍとし、スリット長さを１０～１００ｍｍとすることが好ましい。
　そして、例えば、平面形状が円形の回転容器７４を備えるとともに、その内部で回転軸
７８の周りを、矢印Ｈで示す方向に、所定回転数、例えば、０．１～３０ｒｐｍで回転す
る、概長方形状の羽状物（ゴム製プロペラ等）７６を設けることが好ましい。
　すなわち、かかる羽状物７６の回転駆動によって、回転容器７４の内部に収容したガラ
ス原料２８を、回転容器７４の内壁および底部に対して順次押圧し、ガラス原料２８の凝
集を防止しつつ、所定幅のスリット７２からカーテン状にこそぎ落とすことが好ましい。
【００３２】
２．ガラス熔融塔
（１）基本的構成
　また、ガラス熔融塔１４は、図１に示すように、縦型円筒状であることを特徴とする。
　すなわち、断面形状が実質的に円形であって、所定の断面積を有する縦型円筒状のガラ
ス熔融塔を用いることによって、管状火炎の形成が容易になるととともに、安定的な火炎
状態を保持することができるためである。
　そして、図２の拡大図に示すように、円形の内壁に沿って形成された管状火炎１６の中
心付近は、火炎と同等温度のホットエアとなるとともに、管状火炎とともに、渦流として
移動する、かかるホットエアを利用することができるためである。
　したがって、ホットエアの中に、原料供給装置１８を用い、ガラス原料２８を投入、落
下させることによって、相当量のガラス原料２８であっても、縦型円筒状のガラス熔融塔
の底部までの落下時間である数秒以内に、迅速かつ安定的に熔融することが可能となる。
　一例であるが、図５（ａ）に、所定のガラス熔融塔における管状火炎によって得られた
熔融ガラスの固化物、および、図５（ｂ）に、熔融される前の粉末状のガラス原料を示す
。
【００３３】
　また、縦型円筒状のガラス熔融塔の形態（管直径や管長さ）についても、特に制限され
るものでないが、通常、管直径については、５～２００ｍｍの範囲内の値とすることが好
ましい。
　この理由は、かかる管直径が５ｍｍ未満の値になると、ガラス原料の単位時間当たりの
熔融量が著しく低下したり、一旦熔融したガラス原料が、管壁に堆積したりする場合があ
るためである。
　一方、かかる管直径が２００ｍｍを超えた値になると、管状火炎の安定性が低下したり
、面方向の温度分布が不均一となったりする場合があるためである。
　したがって、縦型円筒状のガラス熔融塔における管直径を、１０～１００ｍｍの範囲内
の値とすることがより好ましく、管直径を、２５～８０ｍｍの範囲内の値とすることがさ
らに好ましい。
【００３４】
　さらに、縦型円筒状のガラス熔融塔の管長さについても、通常、３００～１００００ｍ
ｍ（０．３ｍ～１０ｍ）の範囲内の値とすることが好ましい。
　この理由は、かかる管長さが０．３ｍ未満の値になると、ガラス原料の落下時間が過度
に短くなって、均一加熱が困難となる場合があるためである。
　一方、かかる管長さが１０ｍを超えた値になると、管状火炎の安定性が低下したり、鉛
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直方向の温度分布が過度に不均一となったりする場合があるためである。
　したがって、縦型円筒状のガラス熔融塔における管長さを、５００～５０００ｍｍ（０
．５ｍ～５ｍ）の範囲内の値とすることがより好ましく、８００～２５００ｍｍ（０．８
ｍ～２．５ｍ）の範囲内の値とすることがさらに好ましい。
【００３５】
　その他、ガラス熔融塔については、ステンレス、白金、鉄、セラミック材料等の耐熱材
料から構成することができ、全体として、鉛直方向に伸びた直線状の円管であることが基
本的に好ましいが、上述した原料供給装置のガラス熔融塔における接続箇所、すなわち、
管状火炎生成装置の上方については、ガラス原料の落下時間、落下状態、さらには落下場
所を調整すべく、鉛直方向に対して、１０～８０°傾斜した傾斜管とすることも好ましい
。
　さらに、後述する管状火炎生成装置を通過した箇所についても、管状火炎によって熔融
したガラスの落下時間や落下状態を調整すべく、鉛直方向に対して、１０～８０°傾斜し
た傾斜管とすることも好ましい。
【００３６】
（２）管状火炎生成装置
　また、管状火炎生成装置１２は、図２の拡大図に示すように、縦型円筒状のガラス熔融
塔１４の接線方向に対して、少なくとも燃料ガスを供給する第１のノズル１２ａ、１２ｃ
および酸素含有ガスを供給する第２のノズル１２ｂ、１２ｄを備えることを特徴とする。
　そして、図１に示されるように、第１のノズル１２ａ、１２ｃから供給される燃料ガス
は、流量計２０および配管２２ａ、２２ｂを介して、燃料ガスボンベ２２から供給されて
いる。
　また、第２のノズル１２ｂ、１２ｄから供給される酸素含有ガス（純酸素）は、流量計
２０および配管２４ａ、２４ｂを介して、酸素含有ガスボンベ２４から供給されている。
　さらに、第２のノズル１２ｂ、１２ｄの途中から供給される空気は、流量計２０および
配管２６ａ、２６ｂを介して、コンプレッサー２６から供給されている。
【００３７】
　すなわち、図２中、矢印Ａおよび矢印Ｃに示すように、第１のノズル１２ａ、１２ｃか
ら供給されるとともに、第１のノズル出口１４ａ、１４ｃから噴出された燃料ガスと、矢
印Ｂおよび矢印Ｄに示すように、第２のノズル１２ｂ、１２ｄから供給されるとともに、
第２のノズル出口１４ｂ、１４ｄから噴出されたた酸素含有ガスと、が、ガラス熔融塔１
４の内壁に沿って急速混合されて、燃焼可能なガス層１６ｂを形成することができる。
　したがって、燃焼可能なガス層１６ｂに着火することによって、所定厚さを有する渦流
としての火炎層１６ａが、ガラス熔融塔１４の内面壁に沿って形成され、管状火炎１６の
一部として、ガラス原料の迅速かつ均一加熱に寄与することになる。
【００３８】
　ここで、図６を参照して、管状火炎生成装置によって形成される管状火炎の半径方向位
置（面方向）における温度分布について説明する。
　すなわち、図６の横軸は、縦型円筒状のガラス熔融塔（管径：４０ｍｍ）における半径
方向位置（中心０ｍｍ、±２０ｍｍ）を示しており、縦軸は、管状火炎生成装置によって
形成される管状火炎の火炎温度（Ｋ）を示している。
　そして、温度分布を示す特性曲線は、中心から約±２０ｍｍ離れた端部、すなわち、内
面壁付近においては、５００Ｋ以下の相当低い温度を示している。
　その一方、中心から０ｍｍ～約±１８ｍｍの面方向領域においては、２２００～２４０
０Ｋの極めて均一な高い温度であることを示している。
　したがって、管状火炎を用いた場合、中心部を含めて、広範囲で得られる均一高温領域
を利用して、相当量のガラス原料であっても、迅速かつ連続的に熔融することができる。
　なお、図示しないものの、管状火炎生成装置によって形成される管状火炎は、渦流とし
て移動することから、縦型円筒状のガラス熔融塔における面方向のみならず、鉛直方向に
おいても、均一な温度分布を有することが判明している。
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【００３９】
　次いで、図７（ａ）～（ｃ）を参照して、管状火炎生成装置によって形成される管状火
炎の温度に及ぼす管状火炎生成用ガスにおける燃料ガス／酸素の当量比の影響について説
明する。
　すなわち、図７（ａ）の横軸は、管状火炎生成用ガスにおける燃料ガス（ＣＨ4／Ｏ2）
の当量比（－）を示しており、縦軸は、形成される管状火炎の火炎温度（Ｋ）を示してい
る。
　また、図７（ｂ）の横軸は、管状火炎生成用ガスにおける燃料ガス（Ｃ3Ｈ8／Ｏ2）の
当量比（－）を示しており、縦軸は、形成される管状火炎の火炎温度（Ｋ）を示している
。
　さらに、図７（ｃ）の横軸は、管状火炎生成用ガスにおける燃料ガス（Ｈ2／Ｏ2）の当
量比（－）を示しており、縦軸は、形成される管状火炎の火炎温度（Ｋ）を示している。
　そして、図７（ａ）～（ｃ）の温度分布を示す特性曲線は、それぞれ管状火炎生成用ガ
スの種類によらず、当量比１付近で、形成される管状火炎において、最高火炎温度が得ら
れることを示している。
　したがって、管状火炎を用いた場合、管状火炎生成用ガスの種類によらず、管状火炎用
形成ガスの当量比１付近で、最高火炎温度が得られることから、それを利用して、相当量
のガラス原料であっても、迅速かつ連続的のみならず、安定的に熔融することができる。
【００４０】
（３）複数の管状火炎生成装置
　また、図示しないものの、鉛直方向に沿って、上方から、少なくとも第１の管状火炎生
成装置および第２の管状火炎生成装置が設けてあることが好ましい。
　この理由は、これら複数の管状火炎生成装置を設けることによって、管状火炎の温度や
大きさ等の調整が容易になって、種々のガラス原料に対応して、それらを迅速かつ安定的
に熔融することができるためである。
　したがって、例えば、縦型円筒状のガラス熔融塔を長さ方向に二等分して、第１の管状
火炎生成装置を二等分された上方部分に設け、第２の管状火炎生成装置を二等分された下
方部分に設けることができる。
【００４１】
（４）管状火炎生成装置の配置
　また、管状火炎生成装置１２の配置に関して、図１や図８に示すように、縦型円筒状の
ガラス熔融塔１４の上方であっても良く、あるいは、図示しないものの、縦型円筒状のガ
ラス熔融塔の下方であっても良い。
　すなわち、管状火炎生成装置を、縦型円筒状のガラス熔融塔の上方に配置した場合、管
状火炎が、上方から下方に向かって、渦を巻きながら降下することになるが、温度分布の
ばらつきが小さい管状火炎の中央付近に、ガラス原料を正確に供給することができる。
　一方、管状火炎生成装置を、縦型円筒状のガラス熔融塔の下方に配置した場合、管状火
炎が、下方から上方に向かって吹き上がることになるが、下方に落下するガラス原料と、
管状火炎の中央付近に存在する熱風と、が対向することから、ガラス原料をさらに効率的
に加熱することができる。
【００４２】
（５）シャッター
　また、図８に示すように、縦型円筒状のガラス熔融塔１４の途中に、一つまたは二つ以
上のシャッター８０（８０ａ、８０ｂ、８０ｃ）が設けてあることが好ましい。
　この理由は、このようなガラス熔融塔の内部を所定空間ごとに仕切るシャッターを設け
るとともに、それらを開閉することによって、ガラス熔融塔における管状火炎の形成場所
や、ガラス熔融塔の温度分布を精度良く調整することができるためである。
　したがって、このようなシャッターの開閉によって、ガラス原料の熔融状態をさらに綿
密に制御したり、ガラス原料の熔融作業に伴う安全性を向上させたりすることができる。
【００４３】
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　より具体的には、所定の管状火炎を形成する場合、図８に示すガラス熔融塔１４に、矢
印Ａ、ＣおよびＢ、Ｄに示すように、複数の管状火炎生成用ガスを導入する前に、全ての
シャッター８０（第１～第３のシャッター８０ａ、８０ｂ、８０ｃ）を実質的に閉じてお
く。
　次いで、過圧力状態とならないように、第１のシャッター８０ａを一部開放した状態に
した後、ガラス熔融塔１４の内部に、複数の管状火炎生成用ガスをそれぞれ導入する。そ
して、これらの管状火炎生成用ガスが内壁に沿って急速混合され、燃焼可能なガス層を形
成した後に、着火装置１９により、着火する。
　この時、第１のシャッター８０ａは、一部開放状態ではあるものの、ガラス熔融塔１４
の途中が実質的に仕切られていることから、管状火炎形成室の容積は、比較的小さくなる
。よって、複数の管状火炎生成用ガスが、すぐに着火可能状態となる。
　また、管状火炎形成室に、残留酸素等が存在している場合であっても、管状火炎形成室
の容積が比較的小さいことから、かかる残留酸素の悪影響を排除しやすくなる。
【００４４】
　次いで、第１のシャッター８０ａのみを開き、管状火炎形成室を大きくすることによっ
て、管状火炎の形成領域を大きくする。
　次いで、第１のシャッター８０ａのみならず、第２のシャッター８０ｂも順次開き、管
状火炎形成室を、当初の約２倍に大きくすることによって、管状火炎の形成領域をさらに
大きくする。
　最後に、第１および第２のシャッター８０ａ、８０ｂのみならず、第３のシャッター８
０ｃも順次開き、管状火炎形成室を当初の約３倍に大きくすることによって、管状火炎の
形成領域をさらに大きくする。
　すなわち、第１～第３のシャッター８０ａ、８０ｂ、８０ｃを順次開き、管状火炎形成
室を徐々に大きくすることによって、安全かつ安定的に、最終的に所望形成状態の管状火
炎を得ることができる。
【００４５】
３．その他の構成装置
（１）断熱装置または冷却装置
　また、図８に示すように、原料供給装置１８と、縦型円筒状のガラス熔融塔１４との間
に、断熱装置または冷却装置８２が設けてあることが好ましい。
　より具体的には、このような断熱装置または冷却装置によって、原料供給装置における
ガラス原料の温度を、例えば、１００℃以下の値に制御することが好ましい。
　この理由は、バッファー室やガラスウール充填室等の断熱装置や、水冷管等の冷却装置
等が設けてあることにより、原料供給装置に、ガラス原料を所定時間滞留させた場合であ
っても、その間の凝集を容易に防止することができるためである。
【００４６】
（２）追加加熱装置
　また、図８に示すように、部分的熔解状態等のガラス原料が、矢印Ｊで示されるように
供給された場合であっても、ガラス熔融塔１４の下方端に、そのような熔融ガラスをさら
に加熱熔融させるための追加加熱装置９４を備えることが好ましい。
　この理由は、このようにガラス熔融塔とは別に加熱装置を設けることによって、管状火
炎生成装置のみの加熱によってはガラス原料が部分的熔解状態であったとしても、ガラス
熔融塔とは別の加熱装置によって、均一温度かつ良好な流動状態の熔融ガラスとすること
ができるためである。
　より具体的には、追加加熱装置として、ガスバーナー加熱炉、赤外線加熱炉、誘導加熱
炉、電気加熱装置等の少なくとも一つを設けて追加加熱することによって、例えば、温度
が１２００～２５００℃の範囲であって、かつ、均一流動状態の熔融ガラスとすることが
できる。
　なお、ガラス熔融塔の下方端に、上述した管状火炎生成装置が設けてある場合には、か
かる管状火炎生成装置のさらに下方に、得られた熔融ガラスの貯留部を設けるとともに、
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そこに追加加熱装置を設ければ良い。
【００４７】
（３）ガラス清澄装置
　また、図８に示すように、ガラス熔融塔１４の端部に設けてある熔融ガラスの取り出し
口９８の先に、ガラス熔融塔１４で得られた熔融ガラス９６を流動させながら、炭酸ガス
を脱泡するガラス清澄装置１００をさらに備えることが好ましい。
　より具体的には、図８に示すように、横長のプ－ル状のガラス清澄装置１００を設けて
、熔融ガラス９６を緩やかに流動させながら、さらには撹拌しながら、内部に含まれる炭
酸ガスを、矢印Ｋで表わされる方向に、有効に脱泡することが好ましい。
　この理由は、このようなガラス清澄装置をさらに備えることによって、炭酸ガス発生に
よる熔融ガラスの流動状態の不均一化を有効に防止することができ、ひいては、泡が少な
い熔融ガラスを用いて、所定の機械的強度等を有するガラス容器を安定的に製造すること
ができるためである。
【００４８】
（４）着火装置
　また、図８に示すように、管状火炎形成装置１２の近傍に、着火装置１９を備えること
が好ましい。
　この理由は、このように着火装置を備えることによって、管状火炎形成用ガスに対して
、安全かつ容易に着火して、管状火炎を形成することができるためである。
　より具体的には、ガラス熔融塔の内部であって、管状火炎形成装置の近傍に、着火装置
として、スパークプラグ着火装置、電熱線着火装置、パイロット火炎着火装置等の少なく
とも一つを設けることが好ましい。
　すなわち、図２に示すように、第１のノズル１２ａ、１２ｃから供給された燃料ガスと
、第２のノズル１２ｂ、１２ｄから供給された酸素含有ガスと、が急速混合されて、ガラ
ス熔融塔１４の内壁において均一に燃焼可能なガス層１６ｂを形成することから、それに
着火装置１９によって着火することによって、迅速かつ簡便に、管状火炎１６の一部とし
て、火炎層１６ａを形成することができる。
【００４９】
（５）ガスセンサおよび温度計
　また、図８に示すように、ガラス熔融塔１４の所定場所に、酸素、窒素、二酸化炭素等
のガスセンサ８４、８６、９０を備えることが好ましい。
　この理由は、このようにガスセンサ８４、８６、９０を備えることによって、過剰な酸
素の滞留や、ガラス原料から発生した窒素、二酸化炭素等の滞留について検知することが
できるためである。したがって、このような滞留ガスに起因して、予想しない発火現象が
生じたり、管状火炎の安定性が低下したりする現象を有効に防止することができる。
　そして、さらに、ガスセンサ８４、８６、９０とともに、温度計８８を併用することが
好ましい。
　この理由は、このように温度計８８を併用することによって、ガスセンサ８４、８６、
９０の検知精度を高めたり、これらガスセンサやガラス熔融塔１４の故障診断にも使用す
ることができるためである。
　なお、酸素や窒素のガスセンサ８４、８６は、検知するガスの滞留特性等を考慮して、
ガラス熔融塔１４の比較的上方に設けることが好ましく、二酸化炭素のガスセンサ９０は
、ガラス熔融塔１４の比較的下方に設けることが好ましい。
【００５０】
（６）耐火構造
　また、図９（ａ）に上方から見た平面図、図９（ｂ）に側面図を示すように、ガラス熔
融塔１４の周囲を、耐熱保護部材３２、例えば、耐火レンガ等の耐火物で被覆して、全体
として、耐火構造とすることが好ましい。
　この理由は、このように耐火構造とすることによって、ガラス熔融塔から外部に拡散す
る熱を防止し、ガラス熔融塔の耐久性や機械的強度を高めることができるためである。
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　より具体的には、酸化アルミニウム、酸化ジルコニウム、酸化チタン、窒化アルミニウ
ム、窒化ジルコニウム、炭素材料等から構成された耐火レンガ等の耐火物を用いて、ガラ
ス熔融塔の周囲を被覆することが好ましい。
　そして、図９（ａ）～（ｂ）に示すように、金属製のフレーム部材３０を用いて、耐熱
保護部材３２の周囲を、さらに補強することが好ましい。
【００５１】
［第２の実施形態］
　第２の実施形態は、ガラス原料を供給する原料供給装置におけるガラス原料供給口から
供給された落下状態のガラス原料を加熱して、熔融ガラスとするガラス熔融方法であって
、ガラス原料供給口から、縦型円筒状のガラス熔融塔に、ガラス原料を供給する工程（第
１工程と称する場合がある。）と、供給された落下状態のガラス原料を、縦型円筒状のガ
ラス熔融塔に備えてある管状火炎生成装置によって、加熱し、熔融ガラスとする工程（第
２工程と称する場合がある。）と、を含むことを特徴とするガラス熔融方法である。
　すなわち、ガラス原料を落下状態とする第１工程と、落下状態のガラス原料を、管状火
炎によって加熱し、熔融ガラスとする第２工程と、を含むことによって、熔融させるガラ
ス原料量の如何によらず、ガラス原料を所定粒径に成形することなく、かつ、発生する炭
酸ガス等の影響を排除して、極めて高いエネルギー効率でもって、迅速かつ連続的に熔融
することができる。
　以下、第１工程および第２工程に分けて、第２の実施形態のガラス熔融方法について、
具体的に説明する。
【００５２】
１．第１工程
（１）ガラス原料の種類
　第１工程において供給されるガラス原料の種類は特に制限されるものではないが、珪砂
、ソーダ灰（炭酸ナトリウム）、炭酸カリウム、炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム、石
灰石、水酸化アルミニウム、酸化アルミニウム、硝酸カリウム、硝酸ナトリウム、硫酸ナ
トリウム、硼砂、長石、ガラスカレット、金属等の一種単独または二種以上の混合物を使
用することができる。
　より具体的に、ソーダ石灰ガラスを構成する場合には、例えば、珪砂１００重量部に対
して、ソーダ灰を５～５０重量部、石灰石を５～３０重量部、水酸化アルミニウムを１～
３０重量部の範囲内の値とすることが好ましい。
　また、ホウ珪酸ガラスを構成する場合には、例えば、珪砂１００重量部に対して、水酸
化アルミニウムを１～１０重量部、硼砂を１～５０重量部の範囲内の値とすることが好ま
しい。
　さらに、ソーダカリ石灰ガラスを構成する場合には、例えば、珪砂１００重量部に対し
て、ソーダ灰を５～３０重量部、硝酸カリウムを５～３０重量部、石灰石を５～３０重量
部、水酸化アルミニウムを１～５重量部、硼砂を１～１０重量部の範囲内の値とすること
が好ましい。
【００５３】
　そして、これらのガラス原料を適宜配合して熔解させ、具体的に、下記酸化物配合量の
ガラス組成とすることが好ましい。
　すなわち、融点が約１５００℃のソーダ石灰ガラス組成とする場合、例えば、ＳｉＯ2

の配合量が７３重量％、Ｎａ2Ｏ＋Ｋ2Ｏの配合量が１４重量％、ＣａＯ＋ＭｇＯの配合量
が１１重量％、Ａｌ2Ｏ3の配合量が２．１重量％となることが好ましい。
【００５４】
　また、融点が約１６００℃の抗菌性リン酸ガラス組成とする場合には、例えば、Ａｇ2

Ｏ、ＺｎＯ、ＣａＯ、Ｂ2Ｏ3およびＰ2Ｏ5を含み、かつ、全体量を１００重量％としたと
きに、Ａｇ2Ｏの配合量を０．２～５重量％の範囲内の値、ＺｎＯの配合量を２～６０重
量％の範囲内の値、ＣａＯの配合量を０．１～１５重量％の範囲内の値、Ｂ2Ｏ3の配合量
を０．１～１５重量％の範囲内の値、およびＰ2Ｏ5の配合量を３０～８０重量％の範囲内
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の値とすることが好ましい。
【００５５】
（２）ガラス原料の平均粒径
　また、ガラス原料の平均粒径を、通常、１０～８００μｍの範囲内の値とすることが好
ましい。
　この理由は、ガラス原料の平均粒径が１０μｍ未満の値になると、過度に凝集しやすく
なったり、取り扱いが困難になったり、さらには、ガラス原料コストが高くなって、経済
的に不利になったりする場合があるためである。
　一方、ガラス原料の平均粒径が８００μｍを超えた値になると、管状火炎生成装置によ
って、ガラス原料を均一に加熱することが困難となって、部分的にしか熔融しない場合が
あるためである。
　したがって、ガラス原料の平均粒径を２０～５００μｍの範囲内の値とすることがより
好ましく、３０～１００μｍの範囲内の値とすることがさらに好ましい。
【００５６】
　ここで、図１０に言及して、ガラス原料（ＳｉＯ2系ガラス）の平均粒径と、加熱時間
との関係を説明する。
　すなわち、図１０の横軸には、ガラス原料の平均粒径（ｍｍ）を採って示してあり、縦
軸に、管状火炎を用いてガラス原料を熔融するのに必要な加熱時間（ｓｅｃ）を採って示
してある。
　そして、これらの関係を示す特性曲線から判断して、ガラス原料の平均粒径（ｍｍ）が
１ｍｍ未満であれば、必要な加熱時間は１（ｓｅｃ）以下であるものの、ガラス原料の平
均粒径（ｍｍ）が１．５ｍｍを超えると、必要な加熱時間は２（ｓｅｃ）以上となって、
倍以上に加熱時間が長くなっている。
　よって、管状火炎生成装置によって、ガラス原料を十分に加熱する場合、ガラス原料の
平均粒径が密接に加熱時間に影響することに留意するとともに、その平均粒径を所定範囲
内の値に、可能な限り制御すべきである。
【００５７】
　なお、ガラス原料の平均粒径は、ＪＩＳ　Ｚ８９０１に準拠し、「粒子の直径の算術平
均値」として測定することができる。
　より具体的には、ガラス原料の平均粒径は、例えば、レーザー方式の粒度測定装置や画
像処理装置等によって求めた体積基準粒度分布における積算値５０％での粒径（Ｄ５０）
として、測定することができる。
【００５８】
（３）ガラス原料の供給方法
　また、ガラス原料の供給方法としては特に制限されるものではないが、第１の実施形態
で説明したように、所定の攪拌装置や定量供給装置を備えた原料供給装置を用い、均一か
つ連続的に、粉体状のガラス原料を供給することが好ましい。
　したがって、ガラス原料の種類によっても異なる場合があるが、例えば、断面積が１～
１００ｃｍ2の縦型円筒状のガラス熔融塔に対して、通常、０．０１～１０００ｇ／ｓｅ
ｃの供給速度で、粉体状のガラス原料を供給することが好ましい。
【００５９】
２．第２工程
（１）管状火炎
　第２工程は、縦型円筒状のガラス熔融塔に備えてある管状火炎生成装置によって生成さ
れた管状火炎によって、落下状態のガラス原料を加熱し、熔融ガラスとする工程である。
　すなわち、第１のノズルから供給された燃料ガスと、第２のノズルから供給された酸素
含有ガスと、が急速混合されて、ガラス熔融塔の内壁において均一に燃焼可能なガス層を
形成し、さらにそれに着火することによって、所定厚さを有する渦流としての管状火炎が
形成されるものである。
　したがって、ガラス熔融塔の断面方向において、極めて均一な温度分布を有する管状火
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炎を使用して、ガラス原料の均一加熱が可能となる。
【００６０】
（２）管状火炎生成ガス
　また、管状火炎生成装置における管状火炎生成用ガスとして、最初は、炭化水素ガスお
よび空気を用いた後、切り替えて、炭化水素ガスおよび酸素を用いることが好ましい。
　この理由は、このように実施することによって、より安全な着火を確保することができ
、かつ、さらに安全かつ迅速なガラス原料の熔解が可能となるためである。
　すなわち、管状火炎生成用ガスとして、炭化水素ガスおよび空気を用いた場合、形成さ
れる管状火炎の温度が比較的低いものの、他のガスを用いた場合と比較して、より安全に
着火することができる。
　一方、管状火炎生成用ガスとして、炭化水素ガスおよび酸素を用いた場合、形成される
管状火炎の温度が比較的高く、それを利用して、相当量のガラス原料であっても、迅速か
つ連続的に熔解することができる。
【００６１】
（３）スワール数
　また、管状火炎生成装置における管状火炎のスワール数を０．６～１５の範囲内の値と
することが好ましい。
　この理由は、かかるスワール数が０．６未満の値になると、管状火炎の安定性が著しく
低下したり、ガラス熔融塔における形成位置の制御が困難となったりする場合があるため
である。
　一方、かかるスワール数が１５を超えた値になると、断面積方向の温度分布が大きくな
ったり、管状火炎生成装置の内壁温度が過度に上昇し、管状火炎生成装置の耐久性が著し
く低下したりする場合があるためである。
　したがって、管状火炎生成装置における管状火炎のスワール数を１～８の範囲内の値と
することがより好ましく、２～６の範囲内の値とすることがさらに好ましい。
　なお、かかる管状火炎のスワール数は、管状火炎生成装置におけるガス導入部の数、ガ
ス導入部の面積（ガス導入部の長さ×幅）、縦型円筒状のガラス熔融塔の内径等によって
、所定範囲の値に調整することができる。
【００６２】
３．他の工程
（１）冷却工程
　また、図８に示すように、ガラス原料を冷却するための断熱装置や冷却装置８２を設け
て、ガラス原料の熔融中、あるいは熔融前後において、所定の冷却工程を実施することが
好ましい。
　より具体的には、原料供給装置の周囲に水冷却管を配置したり、空冷用フィンを設けた
りして、原料供給装置におけるガラス原料の温度を、例えば、１００℃以下の温度とする
ことが好ましい。
　この理由は、ガラス原料の温度が１００℃を超えると、過度に凝集したり、ガラス原料
の表面が一部変質したりして、所望の熔融ガラスとすることが困難となる場合があるため
である。
　したがって、冷却工程を実施して、原料供給装置におけるガラス原料の温度を２０～８
０℃の範囲内の温度とすることがより好ましく、３０～７０℃の範囲内の温度とすること
がさらに好ましい。
【００６３】
（２）加熱工程
　また、図８に示すように、ガラス熔融塔１４において加熱されたガラス原料をさらに加
熱するための、管状火炎生成装置とは異なる追加加熱装置９４を設けて、さらに加熱する
加熱工程（第２の加熱処理）を実施することが好ましい。
　より具体的には、上述したように、ガスバーナー加熱炉等を設けて、ガラス熔融塔にお
いて加熱されたものの、一部未熔解のガラス原料等を追加加熱し、所定温度であって、均
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一流動状態の熔融ガラスとするための加熱工程を実施することが好ましい。
　なお、かかる第２の加熱処理は、必ずしも常時実施する必要はなく、管状火炎生成装置
による初期的加熱時や、ガラス原料の種類や平均粒径が比較的熔解困難な条件等の場合に
、選択的に実施することができる。
【００６４】
（３）ガラス清澄工程
　また、図８に示すように、ガラス熔融塔１４の端部である熔融ガラスの取り出し口９８
に、ガラス熔融塔１４で得られた熔融ガラス９６を流動等させながら、炭酸ガスを脱泡す
るための清澄装置１００を設けて、所定のガラス清澄工程を実施することが好ましい。
　この理由は、このようにガラス清澄工程を実施することによって、炭酸ガス発生による
加熱温度の低下や不均一化を有効に防止することができ、ひいては、熔融ガラスを用いて
、所定の機械的強度等を有するガラス容器を安定的に製造することができるためである。
【００６５】
（４）ガラス成形工程
　また、図示しないものの、公知のガラス成形機を用いて、ガラス成形工程を実施し、得
られた熔融ガラスを用いて、ガラス容器等を成形することが好ましい。
　より具体的には、一つまたは複数金型を用いて、プレス＆ブロー法、ブロー＆ブロー法
、あるいはワンプレス法によって、所定形状を有するガラス容器等とすることが好ましい
。
　その他、同様の公知の抗菌性ガラス成形機を用いて、得られた熔融ガラスから、抗菌性
ガラス粒子や抗菌性ガラスタブレットを形成することも好ましい。
【実施例】
【００６６】
　以下、実施例を掲げて、本発明の内容を更に詳しく説明する。ただし、本発明の技術的
範囲は、これら実施例のみの記載に限定されるものではなく、本発明の目的の範囲内にお
いて適宜変更することができる。
【００６７】
［実施例１］
１．ガラス原料の熔融
（１）ガラス原料の準備
　下記配合組成のガラス原料を、ソーダ石灰ガラス用原料（タイプＡ）として準備した。
珪砂（平均粒径Ｄ５０：３００μｍ）　　：１００重量部
ソーダ灰（Ｄ５０：１０００μｍ未満）　：３０重量部
石灰石（Ｄ５０：３０μｍ）　　　　　　：２５重量部
水酸化アルミニウム（Ｄ５０：５５μｍ）：３重量部
【００６８】
（２）ガラス原料の管状火炎による熔融
　次いで、図１に示すガラス熔融装置を用い、管状火炎生成装置によって管状火炎を形成
するとともに、原料供給装置（スクリューねじ）からガラス原料を連続的に供給し、縦型
円筒状のガラス熔融塔（管直径：約５０ｍｍ、長さ：１２００ｍｍ）の内部を落下させな
がら、管状火炎によって、ガラス原料を熔解させた。
　なお、管状火炎生成装置における管状火炎生成用ガスとして、炭化水素ガス（Ｃ3Ｈ8）
および空気を当量比が１．０となるように用い、着火させて、管状火炎を形成した。
【００６９】
２．熔融ガラスの評価
（１）評価１
　得られた熔融ガラスを回収し、その固化物を目視観察し、以下の基準に沿って、熔融状
態等を評価した。得られた結果を表１に示す。
◎：完全に熔解し、均一にガラス化されている。
○：ほぼ完全に熔解し、ほとんどが均一にガラス化されている。
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×：ほとんど熔解しておらず、ガラス化されていないとともに、残留している粉状物が極
めて多い。
【００７０】
（２）評価２
　管状火炎生成用ガスの種類を切り替えて、炭化水素ガス（Ｃ3Ｈ8）および酸素を当量比
が１．０となるようにそれぞれを用いたほかは、評価１と同様に、得られた熔融ガラスを
回収し、その固化物を目視観察し、評価１の基準に沿って、熔融状態等を評価した。得ら
れた結果を表１に示す。
【００７１】
［実施例２］
　実施例２においては、実施例１におけるガラス原料の種類を下記内容に変更し、ホウケ
イ酸ガラス用原料（タイプＢ）としたほかは、実施例１と同様に、熔融ガラスを作成して
、固化物を評価した。
珪砂（Ｄ５０：３００μｍ）　　　　　　：１００重量部
水酸化アルミニウム（Ｄ５０：５５μｍ）：５重量部
硼砂（Ｄ５０：２０μｍ）　　　　　　　：３８重量部
【００７２】
［実施例３］
　実施例３においては、実施例１におけるガラス原料の種類を下記内容に変更し、
ソーダカリ石灰ガラス用原料（タイプＣ）としたほかは、実施例１と同様に、熔融ガラス
を作成して、評価した。
珪砂（Ｄ５０：３００μｍ）　　　　　　：１００重量部
ソーダ灰（Ｄ５０：１０００μｍ未満）　：２０重量部
硝酸カリウム（Ｄ５０：５μｍ）　　　　：２４重量部
石灰石（Ｄ５０：３０μｍ）　　　　　　：１６重量部
水酸化アルミニウム（Ｄ５０：５５μｍ）：３重量部
硼砂（Ｄ５０：２０μｍ）　　　　　　　：５重量部
【００７３】
［実施例４］
　実施例４においては、実施例１におけるガラス原料の種類を下記内容に変更し、
抗菌成分として酸化亜鉛を含む抗菌性ガラス用原料（タイプＤ）としたほかは、実施例１
と同様に、抗菌性の熔融ガラスを作成して、評価した。
リン酸（Ｄ５０：１μｍ）　　　　　　　　：１００重量部
炭酸マグネシウム（Ｄ５０：５μｍ）　　　：１８重量部
炭酸カリウム（Ｄ５０：２５μｍ）　　　　：１０重量部
酸化亜鉛（Ｄ５０：１μｍ）　　　　　　　：１３重量部
【００７４】
［比較例１］
　比較例１においては、管状火炎装置の代わりにガスバーナー（火炎温度１６００℃）を
用いたほかは、実施例１と同様に、熔融ガラスを作成して、評価した。
【００７５】
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【表１】

【００７６】
［実施例５～８］
　実施例５～８においては、実施例１～４で用いた炭化水素ガス（Ｃ3Ｈ8）の代わりに、
都市ガス（ＣＨ4）を用いたほかは、実施例１等と同様に、熔融ガラスを作成して、評価
した。
【００７７】
［比較例２］
　比較例２においては、管状火炎装置の代わりにガスバーナー（火炎温度１６００℃）を
用いたほかは、実施例５と同様に、熔融ガラスを作成して、評価した。
【００７８】

【表２】

【産業上の利用可能性】
【００７９】
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　本発明のガラス熔融装置およびそれを用いたガラス熔融方法によれば、所定のガラス原
料を供給し、落下状態とする原料供給装置と、管状火炎生成装置を含む縦型円筒状のガラ
ス熔融塔と、を順次に備えることによって、熔融させるガラス原料量の如何によらず、管
状火炎生成装置で生成された縦型管状火炎を用いて、迅速かつ安定的にガラス原料を熔融
できるようになった。
　すなわち、本発明によれば、ガラス原料種の交換や装置メンテナンス等が容易であって
、ガラス容器や抗菌性ガラス等の生産効率が高い、経済的なガラス熔融装置およびそれを
用いたガラス熔融方法を提供することができる。
【符号の説明】
【００８０】
１０：ガラス熔融装置
１２：管状火炎生成装置
１２ａ、１２ｃ：燃料ガスを供給する第１のノズル
１２ｂ、１２ｄ：酸素含有ガスを供給する第２のノズル
１４：ガラス熔融塔
１４ａ、１４ｃ：第１のノズル出口
１４ｂ、１４ｄ：第２のノズル出口
１６：管状火炎
１６ａ：火炎層
１６ｂ：ガス層
１８：原料供給装置
１８ａ：ガラス原料供給口
１８ｂ：ガラス原料投入口
２０：流量計
２２：燃料ガスボンベ
２４：酸素含有ガスボンベ
２４ａ、２４ｂ：配管
２６：コンプレッサー
２６ａ、２６ｂ：配管
２８：ガラス原料
３０：金属フレーム
３２：耐熱保護部材
５０：スクリューフィーダー
７０：定量供給装置
８２：断熱装置または冷却装置
８４、８６、９０：ガスセンサ
８８：温度計
９４：追加加熱装置
９６：熔融ガラス
９８：熔融ガラスの取り出し口
１００：ガラス清澄室
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